






















































































































































































































































































































































































































































































































































不足率(％） 11.2 8.3 14.9 16.0 13.3 11.8 12.  18.6 16.3 18.8 22.9 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































10.1 10.6 12.8 



































































































































41年 42年 43年 44年 45年
計
１～９ 












100.0 102.9 103.7 116.0 115.0 
１０～1９ 100.0 101.4 103.3 112.6 106.4 
20～2９ 100.0 94.5 93.7 90.3 87.5 
30～9９ 100.0 101.7 97.3 91.2 
92.5 
90.9 
100～299 100.0 103.6 102.1 92.2 








































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































l覇昭和34年(仕事がおもな者）３７（〃）４０（〃）４３（〃）４３（総数）４６（〃） 0.312 0.242 0.255 0.257 0.263 0.166 149 149 146 160 153 146 134 148 147 1５０１１５９ 157 
資料出所総理府統計局「就業構造基本調査」
七二
分布がさらに平等化している。相対的低所得層の内容は、従来、女子や若年層
を中心とするもので、昭和一一一○年代以降と基本的に同じであるがわずかに変化
がある。前記統計では下位四分の一の賃金の労働者中に占める女子の割合は六
○％後前であるが、昭和三四年から四○年まで増加、四○’四一一一年は保合、四
三’四六年は微減となっている。これは、初任給の動きと、虫同年婦人の労働
力率の推移と対応している。後の点について言えば、虫同年婦人の労働力化は、
労働力不足の進展に伴って全国的には昭和三○年代後半に進展し、その後は増
勢にあいるものの四五年ごろから変化かみられる。府下の場合も同様な傾向に
ある。就業構造基本調査で、四○才以上の女子の有業者の増加は四一一一’四六年
に鈍化している。女子労働者の平均賃金は、ほとんど年齢差がなく、史尚年層
でむしろ低下するから、未経験の虫同年婦人の雇用の伸びが鈍化すれば低賃金
層の構成にも影響する。その変化は大きい訳ではないが、現時点の低賃金層に
は
、
さ
き
に
述
ぺ
た
よ
う
に
産
業
発
達
か
ら
と
り
残
さ
れ
た
地
域
の
労
働
者
、
一
部
の
高
齢
者、心身に障害ある者などが含まれている。中学卒の高校進学が普通となり、
府下では進学率九○％に達している結果、地元の中学卒就職者は能力の低い者、
家
庭
が
著
し
く
貧
困
な
者
な
ど
に
限
ら
れ
る
傾
向
に
あ
り
、
中
学
卒
初
任
給
は
か
つ
て
の
よ
う
に
基
幹
的
労
働
者
の
出
発
点
と
し
て
意
味
を
失
な
い
、
右
の
よ
う
な
企
業
の
選
択
基
準
の
下位にある労働者の賃金としての性格をもつにいたっている。
以上、労働力不足下では、限界的な労働者層が賃金分布の最下層を占めるが、この層は量的に限られている。した
がって、平均賃金により多く影響するのは、女子や若年層あるいは産業未発達の地域の労働力の比率である。金属機
械工業のうちでも労働集約的で作業の単純な電機などでは実際これらの労働力を活用することによって労務費を切り
下げている事例が多くみられる。内職、零細経営による電機部品の組立もその例である。若年女子の比率が高いため、
規
模
と
し
て
は
大
き
い
が
平
均
賃
金
の
低
い
有
力
企
業
も
あ
る
。
京
都
に
本
社
の
あ
る
電
機
メ
ー
カ
ー
は
、
逐
次
地
方
都
市
に
別
会
社
を
創
設
し
て
地
元
の
女
子
高
校
卒
を
使
用
す
る
政
策
を
と
っ
て
き
た
。
し
か
し
、
個
別
賃
金
の
格
差
が
す
で
に
縮
小
し
て
い
る
こ
と
と
、
中
小
規
模
の
企
業
の
労
働
者
の
年
齢
が
高
ま
っ
て
い
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
平
均
賃
金
と
し
て
は
下
請
企
業
が
元
請
企
業
を
上
回
る
場
合
も
で
てきた。このような状況が持続してもなお大企業が下請企業を利用を拡大しようとするのであれば、その目的や形態
も変化しているのでなければならない。京都市が最近おこなった『中堅規模企業の下請・外注実態調査』によれば、
下請外注を利用する理由としては、特殊な技術を利用するため、仕事量の変動を調節するため、設備を拡張するより
も有利なためなどの理由が、コストが安くつくためという理由よりも多くなっている。さらに、下請・外注関係にあ
る企業への援助についてみると、これらの企業の規模が大きい場合は何らの援助も行なわず対等な取引関係に接近し
よ
う
と
す
る
も
の
が
あ
る
ほ
か
、
新
た
な
方
式
と
し
て
品
質
、
工
程
、
経
営
管
理
等
に
つ
い
て
指
導
す
る
も
の
が
相
当
数
み
ら
れ
る
。
単
価決定においても、買い叩きにとどめず、元請の発注単価の見積を合理化しようとする動きもある。経営管理面の指
導が必要となるのも、それによって高騰する人件費などのコストを引き下げようとするものである。これらは、賃金
格差が既に圧縮され労働力不足下に賃金が一般に高騰するなかで、従来の下請関係と異った面がでていることを示す
労
働
力
不
足
下
の
地
域
労
働
市
場
七三
昭和四○年以降、労働力不足が持続するなかで地域労働市場にあらわれたいくつかの特徴について述べた。労働需
要の面については、製造業の中堅的部分で省力化がすすんだ。機械設備や作業方法の改善による企業内における労働
力節約と下請、外注利用がおこなわれた。労働力供給源の転換は、間もなく他地域他企業との競合から限界に近づい
た。発展的な第三次産業分野と、下請、下注利用の結果、零細経営とその従業員数咄増大し、就業構造の変化は緩や
かであった。労働力不足にともなって、慣行的な賃金格差左維持十る経営者の態度が一般化し、大企業における中高
年層など一部の層を除いて比較的均等な賃金の上昇がみられた。低賃金労働者の賃金も平均並みには上昇し、最低層
の内容も整理されてきた。右のような労働力不足下の雇用、賃金の動きは、労働者生活の面からいくつかの問題点を
含んでいる。たとえば、省力化に伴う職場の作業条件への影響はどうか、雇用の拡大した商業サービス業、零細企業
における労働条件はどっかなどである。また、地域的にも、産業活動と人口の局地的集中に伴う過密化による生活環
境の悪化の問題がある。労働市場の地域構造については、過密化した部分での広域の需給結合がみられたが、その他
の地域および地域間の慣行はあまり変化がなかった。京都府下では、地域間の賃金格差も、一部過疎地の賃金の相対
的低下もあって、全体としては縮小しなかった。北部の相対的低賃金が残存し、これを利用する労働集約的産業の進
眼もみられた。労働力不足の進展は、名目賃金の大幅な上昇をもたらし、就職、就業先の選択の余地を拡げる役割を
果したが、自由な売手市場のみでは解決できにくい問題も生み出されているように見える（昭和四七年八月）。
労働力不足下の地域労働市場
ものである。
七四
